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１．研究背景

 平成29年末の外国政府において実施されている使用済プ
ラスチック類の受入規制等の影響を受け，近年，プラス
チック製品の処理方策が課題。

 プラスチック資源循環戦略が策定される等，プラスチッ
ク類を取り巻く環境が大きく変化。

広島県においても排出状況，再生利用の状況，個別
の事業者の動向等の特徴を踏まえた取組が必要。

【研究の全体フロー】

廃プラスチック類の排出，処理状況の実態把握

既存資料の整理

廃プラスチック類の適正処理・リサイクル
に向けた課題の整理

課題の抽出

ヒアリング調査

調査対象：産業廃棄物処理業者
調査方法：対面式又は電話

廃プラスチック類の適正処理・リサイクルに向けた取組状況調査

先進事例調査

調査対象：産業廃棄物処理業者
調査方法：訪問対面式

廃プラスチック類のリサイクルの推進
に向けた施策の検討

：第１回検討会

：第２回検討会

：第３回検討会

アンケート調査

アンケート設計

集計・取りまとめ

調査対象；県内自治体
；産業廃棄物処理業者

調査方法；郵送回答方式

産業廃棄物マニフェスト報告
産業廃棄物処理実績報告

排出，処理状況の推計

一般廃棄物の廃プラスチック類
産業廃棄物の廃プラスチック類

国の動向等の確認 都道府県調査

アンケート設計

集計・取りまとめ

調査対象；都道府県
調査方法；メール回答方式

２．研究目的

 廃プラスチック類の処理主体である県内自治体及び産業
廃棄物処理事業者を対象に実態調査を実施。

 県内における廃プラスチック類の排出処理実態の把握。
 廃プラスチック類の適正処理等に向けた方策を検討。

３．研究の成果

 一般廃棄物の増加量は少ないが、産業廃棄物
（特に最終処分）が大幅に増加している傾向を
確認。

県内における処理状況

 産業廃棄物処理事業者において稼働率の変化
は確認されたものの、余力がある状況を確認。

≪県内事業者≫
 施設整備の動向を確認。
 処理先の確保が課題であり、「情報提供」「技術

開発や処理体制」「広域処理体制」 が要望。
 再生利用先の確保が問題となっている状況を

確認。

排出主体の要望等

 「広域的な処理体制の確保」「周知・指導の徹
底」「監視体制の強化」等の９項目について輸
入禁止に伴う措置として通知。

国や都道府県の動向

排出主体へのアンケート
調査より抽出された結果

マニフェスト等の統計資料
により把握した結果

環境省等の既存
資料の整理結果

県内における産業廃棄物の処
理手続きの簡素化等を図り，
県内での処理体制の円滑化を
図ることが必要。

【課題１】
県内での処理の円滑化

【課題２】
県内での処理体制の強化

県域や官民が連携した広域的
な処理体制・制度の確保に向
けた取組の推進が必要。

【課題３】
広域的な処理体制の確保

【これまでの調査結果】 【リサイクル推進に向けた課題】

［凡例］

 全国的に処理後物の継続的な利用先の確保
が求められている中、利用先と連携した取組や
利用まで一体となった先進的な取組を確認。
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 広島県では全国トップクラスの補助制度を整備
（プラスチック類の補助は1/2に引き上げ）

既存の補助制度の情報提
供の強化を図り、県内で
の処理体制の確保を図る
ことが必要。

中間処理後物の継続的な
利用先の確保が必要。
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【適正処理等に向けた施策】

優良事業者等における処理手続きの合理化
⇒優良事業者へのインセンティブ
⇒県内処理の円滑化

≪施策１≫
優良事業者等における処理手続き

の合理化

再生品利用に当たっての報奨金の付与や再
生品の優先利用の義務化
⇒再生利用の利用先の拡大

≪施策３≫
再生品利用のインセンティブの付与

施設整備、技術開発への既存補助金制度の
周知、対象範囲の拡充
⇒県内処理体制による円滑処理

≪施策４≫
補助制度の周知・拡充

リサイクルポートの整備
⇒広域流通体制による円滑処理

≪施策５≫
港湾等による広域的な処理体制の構築

都道府県へのアンケート
調査、先進事例調査結果

火力発電所等の大規模事業所との連携
⇒再生利用の利用先の拡大

≪施策２≫
県内の大規模事業者との連携

【調査分析結果の内容及び適正処理等に向けた方策の概要】


